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はじめに                            

 今般の新型コロナウイルス感染症対応において、保健所は地域における感染症対策の

中核的機関として対応を行ってきた。保健所は日常業務の増加やＩＣＴ化の遅れなどに

より、有事に対応するための余力が乏しい状態であり、加えて、感染拡大期における保

健所業務の優先順位や保健所と医療機関、消防機関、市町村等との役割分担、協力関係

が不明確であった結果、感染拡大のたびに保健所業務がひっ迫した。 

また、都道府県及び保健所は、都道府県と保健所設置市の連携や保健所業務ひっ迫時

の全庁体制の構築、ＩＨＥＡＴ＊要員等外部からの応援の受入れについて、マニュアル

等の整備や周知、研修等を実施したが、感染症を対象とした健康危機に関する実践的な

訓練が必ずしも十分には行われておらず、実際には円滑に進まなかったことなどが新型

コロナウイルス感染症対応に関する有識者会議で指摘された。 

 こうした新型コロナウイルス感染症対応における課題を踏まえ、国民の生命及び健康

に重大な影響を与えるおそれがある感染症のまん延に備えるため、令和４年１２月に

「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律等の一部を改正する法律」

（令和４年法律第９６号）が成立するとともに、「感染症の予防及び感染症の患者に対

する医療に関する法律」（平成１０年法律第１１４号。以下「感染症法」という。）及び

地域保健法の改正が行われ、感染症法に規定する予防計画において新たに保健所体制に

ついての項目を設けること、都道府県のみならず保健所設置市においても予防計画を策

定すること、都道府県連携協議会の設置、ＩＨＥＡＴの法定化等の措置が講じられた。 

 また、「地域保健対策の推進に関する基本的な指針」（平成６年厚生省告示第３７４号。

以下「基本指針」という。）が改正され、保健所が健康危機への対応と同時に、健康危

機発生時においても健康づくりなど地域保健対策の拠点として機能が発揮できるよう、

国、広域自治体としての都道府県、保健所設置自治体、保健所の役割を明確にするとと

もに、健康危機に備えた平時からの計画的な体制整備等に関し重要な事項が示された。

特に、保健所設置自治体は、保健所における人員体制（応援体制を含む）の確保や育成

（研修や訓練等の実施）、関係機関などとの連携を図るとともに、保健所体制に係る事

項を予防計画において記載することが示され、また、保健所は外部委託や業務一元化、

ＩＣＴ等を活用した業務効率化を図るとともに、実践型訓練等による人材育成を推進し、

予防計画等との整合性を確保しながら「健康危機対処計画」を策定することが示された。 

 以上を踏まえ、新たな感染症のまん延に備えるべく、計画的に必要な準備を進めるた

めの具体的方策として、「高崎市健康危機対処計画」を策定する。 

 

 

＊ＩＨＥＡＴ（＝Infectious disease Health Emergency Assistance Team の略） 

感染症のまん延等の健康危機が発生した場合に、地域の保健師等の専門職が保健所等

の業務を支援する仕組み。 
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第１章 総則                          

 第１節 計画の目的等                              

  １ 計画の目的 

高崎市健康危機対処計画（以下「本計画」という。）は、新型コロナウイルス等

の広域的な感染症のまん延に備え、平時から人員体制や組織体制、関係機関との

連携体制等を構築し、予防計画の実効性を担保するとともに、有事の際に保健所

機能が停滞することなく健康危機に迅速かつ確実に対処することを目的とする。 

  ２ 計画の内容 

    本計画は、「海外発生期」、「市内発生早期」、「市内感染期」及び「小康期」の

フェーズごとに健康危機対策全般に関する統一的な組織の在り方や対処方針等

を示すものである。 

  ３ 計画の改正 

    本計画は、必要があると認められる場合は、これを改正する。 

 

 第２節 計画策定の背景                             

   新型コロナウイルス感染症への対応を踏まえ、令和４年１２月に「感染症の予防

及び感染症の患者に対する医療に関する法律等の一部を改正する法律」（令和４年

法律第９６号）が成立した。 

   感染症法においては、都道府県に策定が義務づけられていた予防計画について、

新たに保健所設置市にも策定が義務付けられるとともに、健康危機管理体制やマネ

ジメント体制の強化、人材育成、専門的な調査研究、試験検査等のための体制の整

備等が法定化された。 

   また、地域保健法においても、令和５年３月の基本指針の改正により、平時から

の体制整備に関することなどの重要な事項が示され、各保健所はこれらを記載した

健康危機対処計画を予防計画との整合性を確保しながら策定することが示された。 

 

第３節 本計画で対応する感染症                         

   本計画で対応する感染症は、新型インフルエンザ等感染症、指定感染症（当該指

定感染症にかかった場合の病状の程度が重篤であり、全国的かつ急速なまん延のお

それがあるものに限る。）及び新感染症を基本とする。 

   また、感染症に関する国内外の最新の知見を踏まえつつ、一定の想定を置くこと

とするが、まずは現に対応しており、これまでの対応の教訓を生かすことができる

新型コロナウイルス感染症への対応を念頭に取り組む。 

   しかし、健康危機をもたらす感染症は、新型インフルエンザや新型コロナウイル

ス感染症等の呼吸器症状を主体とする感染症だけではなく、神経症状や消化器症状

が主体の感染症のほか、蚊媒介などの感染経路が異なる感染症等、様々な感染症が

存在することから、想定外の事態が起こりうることも十分念頭に置いた上で、健康

危機発生時にはその都度情報収集・現状分析を行い、適切な対応を選択する。 



3 

 

 第４節 本計画と各種計画との関係                        

  １ 高崎市が策定する予防計画との関係 

    本計画は、感染症法に基づく予防計画や新型インフルエンザ等対策特別措置法

に基づく行動計画（新型インフルエンザ等対策行動計画）等との整合性を図りな

がら策定する。特に、保健所の体制整備や人材の養成、資質の向上については、

高崎市が策定する予防計画に定める数値目標の達成を目指すものとする。そのた

め、群馬県や医療機関、消防機関、検疫所、市町村等の関係機関との間で保健所

体制について協議する際には、本計画と予防計画との整合性について必ず確認を

行う。 

  ２ 業務継続計画（ＢＣＰ）との関係 

    高崎市では、「高崎市業務継続計画（新型インフルエンザ編）」が策定されてお

り、新興感染症等の発生時に「継続する業務」、「縮小する業務」、「休止する業務」

が担当課ごとに記載されている。本計画に基づく有事の際の保健所の体制強化に

ついては、当該業務継続計画の発動と併せて取り組む。 

    また、保健所業務については、感染状況と業務量の増減を見極めながら、担当

課と連携し、一時的に縮小した業務についても早期に再開できるよう検討を行う。 

 

 第５節 用語の定義                               

  １ 海外発生期 

    海外で新たな感染症等が発生した状態、かつ国内では発生していない状態。 

  ２ 市内発生早期 

    市内で新たな感染症等の患者が発生しているが、全ての患者の接触歴を疫学調

査で追うことができる状態。 

  ３ 市内感染期（流行初期以降） 

    市内での新たな感染症等の流行開始から、感染拡大期を経て小康期に至るまで

の期間。（全ての患者の接触歴を疫学調査で追うことができる期間を含む。） 

  ４ 小康期 

    新たな感染症等の患者の発生が減少し、低い水準でとどまっている状態。 
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第２章 感染期における業務量等の想定              

  新型コロナウイルス感染症の対応を踏まえ、新たな感染症発生時に想定される業務

内容や業務量、必要となる人員数、予算等を推計する。 

  推計は、新型コロナウイルス感染症がオミクロン株に変異した、いわゆる「第６波」

と同規模の感染が流行初期に発生した場合の流行開始から１か月の間のものとする。 

 

＜高崎市内における新型コロナウイルス感染症の新規陽性者数の推移＞【参考】 

 
 

 第１節 業務量の想定                               

 ＜新たな感染症発生時における主要業務の全体図＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【参考】新型コロナウイルス感染症の感染拡大時は、群馬県と情報の共有化を図り、

入院調整、自宅療養者の健康観察及び宿泊療養者の調整に係る業務を群馬県

に一元化していた。 

群馬県・ 

他市保健所等 

 

医療機関 

医療施設・高齢者施設・

障害者施設等 

保 健 所 
（陽性者の通報） 

（発生届） 

（施設調査・ 

クラスター対策） 

自宅療養・宿泊療養 

（検査調整） 

（健康観察） 

（就業制限） 

（消毒命令） 

【制限解除】 
療養 

解除 

群馬県衛生環境研究所・ 

医療機関・民間検査機関等 

（検査依頼） 

（療養先調整） 

（積極的疫学調査） （受診相談等） 

市 民 濃厚接触者 入 院 陽性者 

（入院勧告） 

（就業制限） 

（消毒命令） 

【勧告・制限解除】 
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  １ 新興感染症発生時の業務内容 

  （１）情報管理及び調査業務 

業務名 内 容 
処理時間

／件 

処理時間

／日 ※1 

発生届の受理 

○発生届受理 

○住民基本台帳確認 

○市番号等付番 

５分 ４００分 

通報処理 ※2 
○他市・保健所等への通報 

○本市への通報案件の処理 
１０分 ８０分 

調査票の作成 

○陽性者・濃厚接触者情報

等データ入力 

○調査票印刷 

５分 ４００分 

システムへの入力 
○システムへのデータ入力 

（国システム（旧 HER-SYS）） 
５分 ４００分 

検査結果の入力 

○データベース（以下「Ｄ

Ｂ」と表記）への濃厚接触

者検査結果入力 

５分 ４００分 

調査票データの取り込み  － ２０分 

報道機関配布資料の作成  － ３００分 

濃厚接触者情報の取り込み  － ２０分 

電子申請情報の確認 ※3 ○届出情報との照合 １０分 ２４０分 

患者調査 ※4 

○聞き取り調査（症状経過、

行動歴、接触者情報等） 

○療養先調整 

１２０分 ６,７２０分 

接触者対応 ※5 ○検査調整 ３０分 ３,６００分 

帰国者対応 ※6 
○ホテル調整 ９０分 － 

○検体回収・搬送 － ３００分 

施設調査 
○聞き取り・現地調査 

○クラスター対策の実施 
－ ４２０分 

健康観察 ※7 ○聞き取り調査 ５分 ２,３００分 

電話相談 ※8 ○市民からの受診相談等 ５分 １,２５０分 

夜間電話対応 ※9 ○入院調整等 ６０分 １２０分 

※1 令和４年１月時点(第６波)における１日あたりの平均届出数（陽性者数）８０件を想定。 

   （令和４年１月のコロナ陽性者数：２,６０５人／月 ≒ 陽性者数平均：８０人／日） 

   ※2 陽性者数の１０％を見込み、１日あたり８件を想定。 

   ※3 陽性者数の３０％を見込み、１日あたり２４件を想定。 

   ※4 平均届出数から電子申請分を差引き、１日あたり５６件を想定。 

   ※5 １日あたり１２０件を想定。 

   ※6 ホテル調整に係る１日あたりの件数は１件未満を想定。 

   ※7 １日あたり４６０件を想定。 

   ※8 １日あたり２５０件を想定。 

   ※9 １日あたり２件を想定。 
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  （２）各種通知等発送業務 

業務名 内 容 
処理時間

／件 

処理時間

／日 ※ 

各種通知発送データの入力 
○ＤＢからデータ取り込み 

○その他必要情報入力 
５分 ４００分 

入退院情報の確認及び入力 

○県から提供される入退院

情報確認 

○ＤＢへのデータ入力 

－ ２０分 

就業制限通知書等の発送 

○各種通知書作成・発送 

（就業制限通知書・就業制限

解除通知書・消毒命令書） 

５分 ４００分 

入院勧告書等の発送 

○各種勧告書等作成・発送 

（入院勧告書(応急・本入

院)・入院勧告解除通知書） 

５分 ４００分 

自宅療養証明書の発送 
○電話等による受付 

○証明書作成・発送 
５分 ４００分 

※ 令和４年１月時点(第６波)における１日あたりの平均届出数（陽性者数）８０件を想定。 

（令和４年１月のコロナ陽性者数：２,６０５人／月 ≒ 陽性者数平均：８０人／日） 

 

  （３）庶務 

業務名 内 容 
処理時間

／件 

処理時間

／日 ※ 

公費負担申請書類の発送 ○申請書作成・発送 ３分 ２４０分 

公費負担申請書類の受理 

○申請書受理 

○税情報確認・審査 

○データ入力 

５分 ４００分 

患者票の発送 ○患者票作成・発送 ５分 ４００分 

県への移管 
○健康観察センター（仮称）

に業務移管依頼 
－ ６０分 

※ 令和４年１月時点(第６波)における１日あたりの平均届出数（陽性者数）８０件を想定。 

  （令和４年１月のコロナ陽性者数：２,６０５人／月 ≒ 陽性者数平均：８０人／日） 

 

  （４）消毒業務 

業務名 内 容 
処理時間

／件 

処理時間

／日 

消毒指導 
○消毒液の準備・業者手配 

○消毒に係る相談等 
３０分 ６００分 

※ １日あたり２０件を想定。 
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２ 通常業務の優先度等 

【Ａ】継続業務：縮小や休止をすると住民生活に重大な影響を与える業務 

【Ｂ】縮小業務：休止はできないが、縮小することが可能な業務 

【Ｃ】休止業務：休止しても住民生活に与える影響が小さい業務又は感染拡大防 

        止の観点から積極的な休止が望ましい業務 

担当課 業務内容 優先度 備 考 

保健医療総務課 

保健所運営協議会 Ｂ ４割縮小 

健康危機管理対策 Ａ  

各種統計調査等 Ｂ ４割縮小 

看護学生等受入れ Ｃ  

保健師人材育成等 Ｃ  

在宅医療連携推進 Ｃ  

救急医療体制整備 Ｂ ４割縮小 

休日在宅当番医等 Ａ  

指定管理 Ａ  

ＡＥＤ Ｂ ４割縮小 

各種補助金 Ｂ ４割縮小 

保健所事業概要 Ｃ  

施設及び備品等管理 Ｂ ２割縮小 

申請の受付・進達 Ｂ ４割縮小 

医療監視 Ｃ  

医療広告 Ｂ ２割縮小 

衛生検査所監視等 Ｃ  

医療相談 Ａ  

医療機関許可・届出 Ａ  

施術所届出 Ｂ ２割縮小 

歯科技工所届出 Ｂ ２割縮小 

衛生検査所登録 Ａ  

死体解剖保存法 Ａ  

医療法人申請・届出 Ｂ ２割縮小 

医薬品等許認可 Ａ  

経由事務 Ｂ ２割縮小 

毒物劇物販売業登録 Ａ  

薬事監視 Ｃ  

毒物劇物監視 Ｃ  

各種資格者試験 Ｂ ２割縮小 

医療材料等価格調査 Ｂ ２割縮小 
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担当課 業務内容 優先度 備 考 

保健医療総務課 

薬物乱用防止対策 Ｃ  

医薬品等相談 Ａ  

温泉利用許可 Ａ  

温泉源泉調査 Ｃ  

エックス線装置届出 Ｂ ２割縮小 

農薬等危害防止運動 Ｂ ２割縮小 

保健予防課 

結核対策 Ｃ  

感染症診査協議会 Ａ  

結核管理検診等 Ａ  

公費・国庫負担事務 Ａ  

結核患者管理 Ａ  

結核定期健診補助金 Ｂ ４割縮小 

結核指定医療機関事務 Ｂ ２割縮小 

感染症発生動向調査 Ｂ ２割縮小 

エイズ対策等相談検査 Ｃ  

新興・再興感染症対策 Ｃ  

肝炎インターフェロン Ｃ  

臨床検査 Ａ  

医療監視 Ｃ  

特定医療（指定難病） Ｂ ２割縮小 

小児慢性医療給付 Ｂ ２割縮小 

難病患者見舞金 Ｂ ４割縮小 

難病対策 Ｃ  

予防接種電算事務 Ｂ ４割縮小 

予防接種依頼書事務 Ｂ ２割縮小 

予防接種実績把握 Ａ  

定期予防接種 Ｃ  

行政措置予防接種 Ａ  

予防接種運営委員会 Ａ  

健康課 

特定健診等受診券発行 Ｂ ４割縮小 

集団健診 Ｃ  

個別健診 Ｃ  

特定保健指導利用券 Ｂ ４割縮小 

特定保健指導 Ｃ  

重複頻回受診者指導 Ｃ  

生活習慣病重症化予防 Ｃ  
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担当課 業務内容 優先度 備 考 

健康課 

資格管理 Ｂ ４割縮小 

連合会システム Ｂ ４割縮小 

未受診・未利用者対策 Ｃ  

保健指導 Ｃ  

健康手帳 Ｂ ４割縮小 

健康相談 Ｂ ４割縮小 

健康教育 Ｃ  

健康増進指導教室 Ｃ  

栄養相談・指導 Ｂ ４割縮小 

食生活改善推進 Ｃ  

健康増進計画推進 Ｃ  

食育推進計画 Ｃ  

専門的栄養指導 Ｂ ４割縮小 

国民健康・栄養調査 Ｃ  

成人健（検）診 Ｃ  

成人健康相談 Ａ  

成人健康教育 Ｃ  

健康づくり受診券 Ｂ ４割縮小 

健康づくり事業 Ｂ ４割縮小 

乳幼児健康診査 Ｃ  

母子健康教育 Ｃ  

母子健康相談 Ａ  

母子等保健推進員 Ｃ  

新生児訪問指導 Ｃ  

妊婦健康診査 Ｃ  

不妊治療助成 Ａ  

特定不妊治療助成 Ａ  

養育医療給付 Ａ  

未熟児支援 Ａ  

母子保護 Ａ  

先天性代謝異常検査 Ｃ  

家庭訪問 Ｃ  

生活衛生課 

食品営業許可 Ａ  

食品衛生・医療監視 Ａ  

食品衛生監視指導計画 Ｃ  

食品・栄養表示 Ｂ ２割縮小 
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担当課 業務内容 優先度 備 考 

生活衛生課 

食中毒・不良食品 Ａ  

食品衛生思想普及啓発 Ｂ ４割縮小 

ＨＡＣＣＰ推進 Ｂ ４割縮小 

特定給食施設等届出 Ｂ ４割縮小 

食品検査（理化学） Ｂ ４割縮小 

食品検査（微生物） Ｂ ４割縮小 

食中毒その他検査 Ａ  

食品検査補助作業 Ｂ ４割縮小 

理容師法関係 Ａ  

美容師法関係 Ａ  

クリーニング業法関係 Ａ  

興行場法関係 Ａ  

旅館業法関係 Ａ  

公衆浴場法関係 Ａ  

建築物衛生的環境確保 Ｂ ４割縮小 

墓地・埋葬等 Ｂ ４割縮小 

小水道 Ｂ ４割縮小 

化製場 Ｂ ４割縮小 

遊泳用プール衛生 Ｂ ４割縮小 

動物愛護・管理 Ｂ ４割縮小 

狂犬病予防 Ａ  

畜犬登録・狂犬病予防 Ｂ ４割縮小 

スズメ蜂駆除 Ｂ ４割縮小 

猫等去勢手術費補助  Ｂ ４割縮小 

動物健康管理 Ｂ ４割縮小 

動物譲渡 Ｂ ２割縮小 

動物収容 Ｂ ４割縮小 

動物収容棟管理 Ｂ ４割縮小 

動物苦情相談 Ｂ ４割縮小 

動物愛護ボランティア Ｃ  

食肉衛生検査所 

と畜・食鳥検査 Ａ  

検査企画・調整 Ｃ  

検査室等管理 Ｂ ４割縮小 

ＧＬＰ（検査精度管理） Ｃ  

と畜・食鳥精密検査 Ａ  

牛肉放射性物質検査 Ａ  
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担当課 業務内容 優先度 備 考 

食肉衛生検査所 

食肉検査等関連事務 Ｂ ４割縮小 

と畜場管理 Ｂ ４割縮小 

と畜場等衛生指導 Ｂ ４割縮小 

食鳥処理場等衛生指導 Ｂ ４割縮小 

拭き取り検査等 Ｃ  

特定家畜伝染病防疫 Ｃ  

証明書発行 Ｂ ４割縮小 

食鳥検査等関連事務 Ｂ ４割縮小 

食鳥処理場管理 Ｂ ４割縮小 

【高崎市業務継続計画（流行開始以降（第二次体制））による】 

 

  ３ 新型コロナウイルス感染症対応において実際に縮小・延期された業務 

担当課 実際に縮小・延期された業務 

保健医療総務課 

各種統計調査等 

看護学生等受入れ 

保健師人材育成等 

施設及び備品等管理 

医療監視 

衛生検査所監視等 

薬事監視 

毒物劇物監視 

薬物乱用防止対策 

保健予防課 

エイズ対策・特定感染症相談検査 

新興・再興感染症等対策 

医療監視 

難病対策 

予防接種運営委員会 

健康課 

集団健診 

特定保健指導 

重複頻回受診者指導 

生活習慣病重症化予防 

未受診・未利用者対策 

健康課 

保健指導 

健康教育 

健康増進指導教室 

栄養相談・指導 
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担当課 実際に縮小・延期された業務 

健康課 

食生活改善推進 

成人健（検）診 

乳幼児健康診査 

母子健康教育 

母子等保健推進員 

家庭訪問 

生活衛生課 

食品衛生・医療監視 

食品衛生思想普及啓発 

ＨＡＣＣＰ推進 

特定給食施設等届出及び指導 

食品検査（理化学） 

食品検査（微生物） 

食品衛生監視指導計画 

食品検査補助作業 

理容師法関係 

美容師法関係 

クリーニング業法関係 

旅館業法関係 

公衆浴場法関係 

動物譲渡 

食肉衛生検査所 

食肉検査等に関連する事務 

と畜場の事務及び管理 

と畜場及び併設食肉処理施設の衛生指導 

食鳥処理場及び併設食肉処理施設の衛生指導 

拭き取り検査、調査等 

食鳥検査等に関連する事務 

食鳥処理場の事務及び管理 
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  ４ 業務の効率化 

   業務の内容 

外部委託が想定される業務 
電話相談、健康観察、検体搬送、 

患者移送 

群馬県による一元化が想定される業務 

入院調整、宿泊療養施設の入所調整、

パルスオキシメーターの配布・回収、 

食料等支援物資の送付 

 

 第２節 人員数の想定                              

  １ 業務ごとの必要人員数及び事務分担 

  （１）情報管理及び調査業務 

業務名 
処理時間

／日 ※1 

必要人員数 ※3 人員区分 

事務職 専門職 ※2 市職員 ＩＨＥＡＴ等 

発生届の受理 400 分 0.9 人  ○  

通報処理 80 分 0.2 人  ○  

調査票の作成 400 分 0.9 人  ○  

システムへの入力 400 分 0.9 人  ○  

検査結果の入力 400 分 0.9 人  ○  

調査票データの取り込み 20 分 0.1 人  ○  

報道機関配布資料の作成 300 分 0.7 人  ○  

濃厚接触者情報の取り込み 20 分 0.1 人  ○  

電子申請情報の確認 240 分 0.6 人  ○  

患者調査 6,720 分  14.5 人 ○ ○ 

接触者対応 3,600 分  7.5 人 ○ ○ 

施設調査 420 分  0.9 人 ○  

健康観察 2,300 分  5.0 人 ○ ○ 

電話相談 ※4 1,250 分 0.5 人 2.2 人 ○ ○ 

計 16,550 分 5.8 人 30.1 人 － － 

※1 第２章 １（１）の「処理時間／日」による。 

※2 保健師、看護師、栄養士、薬剤師、獣医師、臨床検査技師。 

※3 １人１日当たりの労働時間は７時間４５分で算定。 

※4 事務職、専門職に関係なく対応。（それぞれの必要人員数により按分） 
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（２）各種通知等発送業務 

業務名 
処理時間

／日 ※1 

必要人員数 ※3 人員区分 

事務職 専門職 ※2 市職員 ＩＨＥＡＴ等 

各種通知発送データの入力 400 分 0.9 人  ○  

入退院情報の確認及び入力 20 分 0.1 人  ○  

就業制限通知書等の発送 400 分 0.9 人  ○  

入院勧告書等の発送 400 分 0.9 人  ○  

自宅療養証明書の発送 400 分 0.9 人  ○  

計 1,620 分 3.7 人  － － 

※1 第２章 １（２）の「処理時間／日」による。 

※2 保健師、看護師、栄養士、薬剤師、獣医師、臨床検査技師。 

※3 １人１日当たりの労働時間は７時間４５分で算定。 

 

（３）庶務 

業務名 
処理時間

／日 ※1 

必要人員数 ※3 人員区分 

事務職 専門職 ※2 市職員 ＩＨＥＡＴ等 

公費負担申請書類の発送 240 分 0.5 人  ○  

公費負担申請書類の受理 400 分 0.9 人  ○  

患者票の発送 400 分 0.9 人  ○  

県への移管 60 分 0.1 人  ○  

計 1,100 分 2.4 人  － － 

※1 第２章 １（３）の「処理時間／日」による。 

※2 保健師、看護師、栄養士、薬剤師、獣医師、臨床検査技師。 

※3 １人１日当たりの労働時間は７時間４５分で算定。  

 

  （４）消毒 

業務名 
処理時間

／日 ※1 

必要人員数 ※3 人員区分 

事務職 専門職 ※2 市職員 ＩＨＥＡＴ等 

消毒指導 600 分  1.3 人 ○  

計 600 分  1.3 人 － － 

※1 第２章 １（４）の「処理時間／日」による。 

※2 保健師、看護師、栄養士、薬剤師、獣医師、臨床検査技師。 

※3 １人１日当たりの労働時間は７時間４５分で算定。 
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（５）部門・班別業務分担 

部門 班 主な業務 主担当課 

総務部門 
総務班 対策本部等に関すること 

保健医療総務課 
調達班 資材や医薬品等の確保、業務場所の確保 

調査部門 

調査１班 積極的疫学調査 

保健予防課 調査２班 クラスター対策 

検査調整班 ＰＣＲ検査調整、検査案内 

健康観察部門 
健康観察班 濃厚接触者の健康観察 

健康課 
相談対応班 市民相談対応 

事務部門 

総合調整班 調査等の進捗状況の管理、報道発表資料の作成 

保健予防課 
情報管理班 発生届の受理、調査票の作成、システムの処理・管理 

通知班 各種通知の作成・発送 

庶務班 入院情報等の管理、公費負担処理、国・県報告 

消毒部門 消毒班 施設の消毒指導・確認 生活衛生課 

 

 （６）保健所有事体制 

 

  

保健予防課長 

（調査部門長） 

（事務部門長） 

健康課長 

(健康観察部門長) 

感染症対策担当係長 

【保健所長補佐】 

食肉衛生検査所長 

調査１班 

調査２班 

検査調整班 

総合調整班 

庶務班 

通知班 

情報管理班 

健康観察班 

相談対応班 

保健医療総務課長 

（総務部門長） 

総務班 

調達班 

生活衛生課長 

（消毒部門長） 
消毒班 

保健所長 

保健医療部長 

連携 
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  （７）有事における保健所長の役割 

     保健所長は、保健医療部長と連携し、感染症危機の状況に応じて速やかに保

健所内の体制を整えるとともに、各部門間の調整等を行う。 

   ＜保健所長の主な役割＞ 

    ア 感染症危機管理全般の総括及び人材確保を含む保健所全体の対応方針等

に係る助言。 

    イ 群馬県や他保健所、本庁等関係機関との所長レベルでの調整が必要な事項

の対応。 

 

  ２ 人材確保 

    感染の拡大により業務がひっ迫し、保健所の人員だけでは対応できない状況に

陥る可能性が生じた場合は、保健所長の助言を下に、本庁など部外への職員応援

要請及びＩＨＥＡＴ要員の活用などにより、専門職及び事務職の増員を図る。 

    また、ＩＨＥＡＴ要員確保のため、平時から地域の看護師等にＩＨＥＡＴへの

登録を促すための活動を積極的に行う。 

  （１）専門職（保健師・看護師） 

    ア 福祉部（指導監査課・障害福祉課・長寿社会課・介護保険課・保育課・こ

ども発達支援センター等）及び各支所（市民福祉課）に対し、保健師等の応

援を要請。 

    イ ＩＨＥＡＴ要員に対し、応援を要請。 

  （２）事務職 

    ア 本庁及び各支所に対し、職員の応援を要請。 

    イ その他、状況に応じて臨時職員の配置等を検討。 

 

  ３ 人材育成 

    保健所のあらゆる職員が健康危機に対応する可能性があることを前提とし、状

況によっては２４時間３６５日の対応が求められることも想定され、職員がロー

テーションにより交代勤務を行うこととなる。さらに、人事異動による職員の入

れ替わりなどもあることから、各種研修や実践的訓練（初動対応、感染症業務、

情報連絡、ＩＣＴの利活用等）を計画的に実施し、保健所の全ての職員が常に一

定以上の知識及び技能を有している状況を維持するとともに、有事の際に保健所

機能を停滞させることなく柔軟な対応がとれる体制を構築する。さらに、ＩＨＥ

ＡＴの登録者に対し、群馬県が実施する研修等への参加を促すなど、ＩＨＥＡＴ

要員の育成を図る。 

    また、国立感染症研究所が実施する実地疫学専門家の養成研修（ＦＥＴＰ）等

を積極的かつ計画的に受講し、感染症専門家の育成、確保に努める。 

    応援職員に対する研修については、新たな感染症が海外で発生した段階から研

修計画を作成し、必要に応じて速やかに実施する。  
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  第３節 予算額の想定                              

   第６波と同規模の感染が発生した場合の流行開始から５か月の間に想定される

感染症対策に係る主な経費。                 （単位：千円） 

 消耗品費 役務費 検査費 入院費 
審査支払 

手数料 
合計 

予算額 1,105 2,715 217,784 51,645 5,270 278,519 

 

  １ 消耗品費の内訳                      （単位：千円） 

 コピー用紙 コピー代 トナー代 クリアファイル 

予算額 192 390 250 169 

 納体袋 文房具 ごみ袋 ヘッドセット 

予算額 70 9 9 16 

 

  ２ 役務費の内訳        （単位：千円） 

 電話料 郵便料 

予算額 46 2,669 

 

  ３ 検査費・入院費・審査支払手数料の内訳 

  （１）検査費…ＰＣＲ検査及び抗原検査に係る医療費。 

  （２）入院費…感染症の陽性者及び疑似症患者の療養のための入院に係る医療費。 

  （３）審査支払手数料…検査費及び入院費に係る事務手数料。 

（群馬県国民健康保険団体連合会・社会保険診療報酬支払基金） 

 

 第４節 物資等の想定                              

   第６波と同規模の感染が発生した場合の流行開始から１か月の間に想定される

施設調査（現地調査及びクラスター対策）において必要となる物資等。 

  １ 個人防護具（以下「ＰＰＥ」という。）関係 

 数 量  数 量 

Ｎ９５マスク 30 サージカルマスク 150 

ガウン 150 手袋 300 

靴カバー 300 フェイスシールド 10 

キャップ 150 ゴーグル 10 

  ※フェイスシールド及びゴーグルは、クラスター対策を行う職員１人につき各１個。 

 

  ２ 消毒関係 

 数 量  数 量 

手指消毒アルコール 50 検体容器 100 

消毒用エタノール含浸綿 350 感染性廃棄物処理容器 10 

ごみ袋 50   
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第３章 各フェーズにおける計画                 

新たな感染症が発生した場合、発生から拡大、減少に至るまで、その時々の流行の

状況に応じた柔軟な対応が求められる。計画では、これら一連の流れの中で段階ごと

の対策を講じ、かつ感染状況の変化に応じた意思決定を迅速に行える体制の整備が最

も重要となる。 

本計画では、感染症の発生段階を「海外発生期」、「市内発生早期」、「市内感染

期」及び「小康期」の４段階に分け、段階ごとにその対策を定めるが、国による緊急

事態宣言等が発令された場合は，状況により本計画の内容とは異なる対応が必要にな

ることも考えられる。 

なお、発生段階ごとの対策は目安であり、各段階の期間も極めて短期間となる可能

性があることから、保健所長の指揮の下、必要な対策を柔軟に選択し実施する。 

 

 第１節 海外発生期                               

＜部門・班別必要人員数＞ 

 

部
門
名 

班 
名 

保
健
医
療
総
務
課 

保
健
予
防
課 

健
康
課 

生
活
衛
生
課 

食
肉
衛
生
検
査
所 

本
庁
・
支
所
等 

Ｉ
Ｈ
Ｅ
Ａ
Ｔ
等 

計 

必要人員数 ２ ９      １１ 

 総務部門 ２       ２ 

 総務班 １       １ 

調達班 １       １ 

調査部門（専門職）  １      １ 

 調査１班         

調査２班         

検査調整班  １      １ 

健康観察部門（専門職）  ７      ７ 

 健康観察班         

相談対応班  ７      ７ 

事務部門  １      １ 

 総合調整班  １      １ 

情報管理班         

通知班         

庶務班         

消毒部門         

 消毒班         
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  １ 組織体制 

  （１）所内体制 

    ア 管理責任者及び指揮命令系統を明確化し、担当ごとの役割分担等につい

て再周知を図る。 

    イ 危機管理情報を迅速に組織内に伝達できるよう、また時間外においても

確実に連絡が取れるよう通信手段や連絡体制について再確認を行う。 

    ウ 市内発生時に備え、初動体制を円滑に構築できるよう、人員の参集や必

要な物資及び資機材の調達等の準備を開始する。 

  （２）受援体制 

    ア 相談や検査、積極的疫学調査等に係る業務量が増加することを見込み、

有事体制に向けた人員の受け入れ準備を開始する。 

    イ ＩＨＥＡＴ要員への応援要請に備え、ＩＨＥＡＴの登録状況を随時確認

する。 

    ウ 本庁など外部からの応援職員やＩＨＥＡＴ要員等を受け入れるための執

務スペースの確保、電話機やＰＣ等の機材確保に向けた準備を開始する。 

    エ 応援職員等が幅広く、かつ体系的に知識や技術を習得できるよう、調査

等に係る各種マニュアルの整備や研修に向けた準備を開始する。 

  （３）職員の安全管理・健康管理 

     ＰＰＥの着用について、十分な効果が得られるよう、事前に正しい着用方

法等についての研修・訓練を行う。 

  （４）施設基盤・物資の確保 

    ア 備蓄品（ＰＰＥや消毒液等の感染対策物資、消耗品等）の確認を行い、

不足する可能性がある物品については必要量を確保するとともに、それら

の配分に向けた準備を行う 

    イ 物資の保管に備え、保健所内の物理的スペースの確認・検討を行う。 

   【必要な物資・資機材等】 

ＰＰＥ関係 消毒関係 資機材 

Ｎ９５マスク 

サージカルマスク 

手袋 

フェイスシールド 

ゴーグル 

ガウン 

靴カバー 

キャップ 

手指消毒アルコール 

消毒用エタノール含浸綿 

感染性廃棄物処理容器 

検体容器 

ごみ袋 

ＰＣ 

電話機 

ヘッドセット 

アクリル板 

机 

椅子 

ホワイトボード 

 

 

  ２ 業務体制 

  （１）相談 

ア 不安を感じた市民や医療機関、高齢者施設等からの相談に対応するた

め、「相談センター」を設置するとともに、連絡先等の周知を図る。 
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イ 想定よりも多くの相談等が寄せられる可能性が高いため、資機材を含

め、十分な体制を確保しておく。 

ウ 病原体の特性や予防策を広報等で周知し、相談業務の負荷軽減を図る。 

エ 相談センター等に寄せられた情報（渡航歴や接触歴、症状等）を確認

し、感染の疑いがある場合は、速やかに感染症指定医療機関等への受診に

つながるよう調整等を行う。 

  （２）地域の医療・検査体制整備 

    ア 感染者の早期発見のため、感染疑い例について速やかに保健所に報告す

るよう医療機関に周知する。 

    イ 感染疑い例を探知した場合、速やかに感染症指定医療機関への受診調整

を行うとともに、受診にあたっては、マスク着用の指示や搬送手段につい

ての説明を行う。 

    ウ 群馬県衛生環境研究所と協力し、検体搬送手順や検査数、検査所要時

間、患者への検査結果の伝達方法など、検査に係る体制やサーベイランス

のための情報共有方法を再確認するとともに、新たな感染症に関する知見

等の共有を図る。 

    エ 群馬県と連携し、協定締結医療機関等における発熱外来設置の準備状況

を把握しておく。 

  （３）積極的疫学調査 

    ア 積極的疫学調査専用の電話回線や電話機、ヘッドセット、ＰＣ等の機器

確保の準備を開始する。 

    イ 「ぐんま電子申請受付システム」等から、患者自身がオンラインにより

疫学調査に必要な事項をあらかじめ登録できるシステムを構築するための

準備を開始する。 

  （４）健康観察・生活支援 

    ア 業務に係る手順や関係機関との役割分担等について再確認を行う。 

    イ 感染拡大に備え、市民に対し、健康観察等の方法を周知する。 

  （５）移送 

     感染疑い例の移送も含め、業務に係る手順や関係機関との役割分担等につ

いて再確認を行う。 

 （６）入院・入院調整 

    ア 感染症指定医療機関等への入院調整の手順や関係機関との役割分担等に

ついて再確認を行う。 

    イ 群馬県と連携し、協定締結医療機関等との情報共有を行うとともに、入

院病床の確保状況を確認する。 

  （７）水際対策 

    ア 検疫所長からの通知があった場合に備え、感染症法第１５条の３第１項

の規定に基づく入国者の健康観察を実施できる体制を整える。 
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    イ 検疫所長より通知された入国者の健康状態について、異状が生じたこと

を確認したときは、その旨を厚生労働大臣に報告するとともに、当該者に

対して適切な措置を行う。 

 

  ３ 関係機関等との連携 

   ア 各業務における群馬県及び本庁と保健所の役割分担や医療機関等と保健所

の役割分担、保健所と群馬県衛生環境研究所等との検査及びサーベイランス

に係る連携体制等について再確認を行う。 

   イ 本庁と連携し、有事体制に構成される人員の参集準備や必要な物資及び資

機材の調達等の準備を進める。 

   ウ 医師会や群馬県衛生環境研究所等と海外事例や新たな感染症に関する知見

について情報を共有するとともに、検査等に係る初動対応に向けた準備を進

める。 

   エ 他の保健所や医療機関、消防機関、学校、福祉施設、民間団体（食品衛生

協会、旅館業・飲食業等の生活衛生同業組合、商工会、公共交通機関等）

と、必要に応じて海外事例について情報の共有を図る。 

 

  ４ 情報管理・リスクコミュニケーション 

  （１）情報管理 

    ア デジタルによる情報管理を前提とし、感染症対応業務においてＩＣＴツ

ールによる運用が行えるよう、群馬県及び本庁と協議を進める。 

    イ 保健所と関係機関間で情報の混乱や重複した問い合わせ等が発生しない

よう、感染症に関する情報が責任者に迅速かつ正確に伝達され、当該責任

者の下で一元的に管理できる体制を構築しておく。 

    ウ 感染症サーベイランスシステムへの登録が迅速に行えるよう、資料を用

いた研修等を実施する。 

    エ 感染症発生動向調査の重要性及び電磁的方法による届出について、医師

会等を通じて各医療機関への周知を図る。 

    オ 群馬県等と連携し、以下に関する最新の情報を発信する。 

     ○基本的な感染予防策（マスクの着用、手洗い等） 

     ○感染症の特徴（潜伏期間、症状等）  

     ○海外での発生状況（発生国、地域、発生者数、発生日時、拡大状況等） 

     ○相談窓口 

     ○食料品や生活必需品等の備蓄状況 

  （２）リスクコミュニケーション 

     初期段階においては、保健所においてメディア対応を求められる可能性が

あるため、あらかじめ必要な物品を準備しておく。 
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 第２節 市内発生早期                              

＜部門・班別必要人員数＞ 

 

部
門
名 

班 

名 

保
健
医
療
総
務
課 

保
健
予
防
課 

健
康
課 

生
活
衛
生
課 

食
肉
衛
生
検
査
所 

本
庁
・
支
所
等 

Ｉ
Ｈ
Ｅ
Ａ
Ｔ
等 

計 

必要人員数 ５ １１ ７ ３ １  ２ ２９ 

 総務部門 ４       ４ 

 総務班 ２       ２ 

調達班 ２       ２ 

調査部門（専門職） １ ７ １ １ １  ２ １３ 

 調査１班 １ ６ １ １ １   １０ 

調査２班         

検査調整班  １     ２ ３ 

健康観察部門（専門職）  １ ６     ７ 

 健康観察班  １ １     ２ 

相談対応班   ５     ５ 

事務部門  ３  １    ４ 

 総合調整班  １      １ 

情報管理班    １    １ 

通知班  １      １ 

庶務班  １      １ 

消毒部門    １    １ 

 消毒班    １    １ 

 

  １ 組織体制 

  （１）所内体制 

ア 市内で感染者が発生又はそのおそれがあることの第１報を受けた職員

は、直ちに保健所長及び保健予防課長に報告する。 

イ 円滑に業務が遂行できるよう、本庁との連携や保健所内での情報共有、

方針決定等を行うため、保健医療部長、保健所長、各所属長で構成する対

策本部を保健所内に設置する。 

ウ 感染状況等を踏まえ、市長から有事体制への移行指示が出た場合は、速

やかに有事体制に切り替える。 

エ 有事体制への移行後は、感染の拡大状況に応じて順次各部門を参集す

る。 
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  （２）受援体制 

     感染拡大を見越し、有事体制に構成される人員を参集するとともに、研修

計画に基づき、応援職員等に対する研修を実施する。 

  （３）職員の安全管理・健康管理 

    ア 保健所への来所者に対し、基本的な感染対策を講じることを周知すると

ともに、施設の清掃や消毒等の感染予防対策を徹底する。 

    イ ２４時間３６５日の対応が求められる事態も想定されるため、職員の休

暇の確保や交代勤務等の体制を構築し、過重労働を防ぐ。 

    ウ 職員の感染及び保健所内でのクラスターを防止するため、必要に応じて

通勤手段や勤務体制の見直しを図る。（時差出勤、在宅勤務等） 

  （４）施設基盤・物資の確保 

     パルスオキシメーターや食料等の支援物資について、群馬県による一元化

がされない場合には、速やかに必要な物資を確保する。 

 

  ２ 業務体制 

  （１）相談 

    ア 不安を感じた市民等からの相談件数の増加が想定されることから、夜

間・休日等の相談体制を拡充するとともに、外部委託や県による一元化な

ど、効率化が図れるものから順次手続を進める。 

    イ ウェブサイトやアプリから２４時間いつでも相談できるオンライン相談

窓口を開設する。 

    ウ 感染症情報をリアルタイムで提供するため、ウェブサイトやＳＮＳ、各

種メディアなどでの情報発信を強化する。 

    エ 症状がある市民から問い合わせを受けた場合は、発熱外来等を開設して

いる医療機関への受診を促す。 

  （２）地域の医療・検査体制整備 

    ア 群馬県と連携し、協定締結医療機関等において発熱外来が速やかに開設

されるよう医療機関への要請と必要な支援を進める。 

    イ 医療機関に対し、かかりつけ患者からの相談に対応するよう指導すると

ともに、他の医療機関を受診する場合には、基礎疾患等の情報を速やかに

送付するなど、他の医療機関との情報共有に努めるよう依頼する。 

  （３）積極的疫学調査 

    ア 病原体の感染性等を考慮しつつ、積極的疫学調査を実施する。対面での

調査が必要な場合は、適切な感染対策を行った上で最小限の時間及び回数

で実施し、また、事業所や学校等において濃厚接触者の可能性がある者の

リストを保有している場合は、当該リストを提供するよう依頼する。 

    イ 調査業務には十分な人員を配置し、感染源及び濃厚接触者を迅速に特定

するよう努める。 
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    ウ 医師会や医療機関と連携し、「ぐんま電子申請受付システム」等から、患

者自身がオンラインにより疫学調査に必要な事項をあらかじめ登録できる

システムの運用を開始する。 

    エ 高齢者施設等の重症化リスクの高い方が多く入所する施設においては、

県と連携し、サーベイランス及びクラスター対策の一層の強化を図る。 

  （４）健康観察・生活支援 

    ア 入院の必要性が認められない患者に対しては、群馬県と連携し、自宅や

ホテル等の宿泊施設、高齢者施設等において健康観察を実施する。 

    イ 自宅療養中の患者に対しては、自宅療養に当たって必要な情報を提供す

るほか、食料等支援物資の送付やパルスオキシメーターの貸与を行う。 

  （５）移送 

     感染症の特性に応じて、消防機関との連携や群馬県による業務の一元化、

民間事業者への業務委託等の手続を順次進めつつ、保健所として必要な業務

体制を確保する。 

 （６）入院・入院調整 

   ア 患者と診断された者が自宅等にいる場合、感染症法に基づく入院の対象

として、群馬県や医療機関等と連携し、迅速に入院調整を行うとともに、

同法に基づく入院勧告や就業制限、感染症診査協議会の開催、医療費の公

費負担等に係る業務を行う。 

   イ 群馬県での一元的な入院調整のほか、医療機関間及び消防と医療機関間

による入院調整の体制を整える。 

  （７）水際対策 

    ア 検疫所長から通知があった場合は、検疫所と連携し、感染症法第１５条

の３第１項の規定に基づく入国者の健康観察を実施する。 

    イ 感染者が出国する場合に備え、国際保健規則に基づく通報を行うための

手順や厚生労働省及び在外公館との調整方法について確認する。 

 

  ３ 関係機関等との連携 

   ア 本庁と連携し、人的及び物的支援の調整を進める。 

   イ 医師会や群馬県衛生環境研究所等と感染症の最新の知見や発生状況等につ

いて情報の共有を図るとともに、医療機関等と感染症発生動向についての情

報共有に努める。また、厚生労働省から示された診断や治療に係る方針等に

ついて、保健所からも周知を行う。 

   ウ 消防や医療機関等と患者の迅速な入院調整及び搬送のための連携を図る。 

   エ 高齢者施設等の入居者は重症化リスクが高いため、本庁と連携し、高齢者

施設等に対して感染対策を強化するよう要請するとともに、状況に応じて必

要な支援を行う。 
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   オ 食品衛生協会や生活衛生同業組合、商工会、公共交通機関等の関係団体を

通じて、関係業種に対し、感染予防策に関する情報提供を行う。 

   カ 教育委員会等に対し、学校における感染予防策に関する情報提供を行う。 

 

  ４ 情報管理・リスクコミュニケーション 

  （１）情報管理 

    ア 保健所内又は本庁等からＩＣＴに精通した人材を確保する。 

    イ 電磁的方法による届出について、入力ミスや入力方法の誤り等を防ぐた

め、引き続き医師会や医療機関と連携し、質の向上を図る。 

    ウ 入手した情報は、経時的にクロノロジーとして記録し、保健所内や群馬

県等と共有する。 

    エ 定量的な感染症の種類ごとの罹患率の推定を含め、感染症の正確な発生

状況や動向の把握に努める。 

    オ 問い合わせ等を受けた場合は、問い合わせ内容の記録を残すとともに、

内部での情報共有を図る。 

  （２）リスクコミュニケーション 

    ア 学校や職場、交通機関、医療機関等の利用の場面において、市民自らが

適切な感染予防策を講じられるよう、また、患者等に対する偏見や差別が

生じないための普及、啓発を図る。（パンフレットの作成、ホームページへ

の掲載等） 

    イ 市民に対しては、プライバシーや人権に配慮しながら多様な媒体や多言

語を用いて、感染予防対策等に関する分かりやすい情報発信を行う。 

    ウ 市民に対する情報発信については、一方的な発信にならないよう留意

し、双方向型の手法も取り入れるよう配慮する。 
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 第３節 市内感染期                               

＜部門・班別必要人員数＞ 

 

部
門
名 

班 

名 

保
健
医
療
総
務
課 

保
健
予
防
課 

健
康
課 

生
活
衛
生
課 

食
肉
衛
生
検
査
所 

本
庁
・
支
所
等 

Ｉ
Ｈ
Ｅ
Ａ
Ｔ
等 

計 

必要人員数 ７ １１ ７ ６ １ １０ １０ ５２ 

 総務部門 ５       ５ 

 総務班 ２       ２ 

調達班 ３       ３ 

調査部門（専門職） ２ ８ ３ ２ １ １ ７ ２４ 

 調査１班 ２ ２ ３ ２ １ １ ４ １５ 

調査２班  １      １ 

検査調整班  ５     ３ ８ 

健康観察部門（専門職）   ４   １ ３ ８ 

 健康観察班   ３    ２ ５ 

相談対応班   １   １ １ ３ 

事務部門  ３  ２  ８  １３ 

 総合調整班  １      １ 

情報管理班    ２  ３  ５ 

通知班  １    ３  ４ 

庶務班  １    ２  ３ 

消毒部門    ２    ２ 

 消毒班    ２    ２ 

 

  １ 組織体制 

  （１）所内体制 

ア 感染者数の増加により業務のひっ迫が見込まれる場合は、行政機能を維

持するため、速やかにＢＣＰを発動する。 

    イ 既存業務の必要性及び業務フローの見直しを行うとともに、業務の外部

委託や県による業務の一元化等により業務の一層の効率化を図る。 

    ウ 職員増員のため、本庁に応援職員を要請する。 

  （２）受援体制 

    ア 業務量の増加に伴い、長期にわたり夜間及び休日の対応が求められるこ

とから、職員の交代勤務体制を確保するため、本庁など外部からの応援職

員やＩＨＥＡＴ要員を積極的に配置する。 



27 

 

    イ 新たな応援職員等を配置する場合は、状況に応じ、その都度必要な研修

を実施する。 

    ウ 多くの応援職員が業務に携わることから、応援者間での引継ぎが円滑に

行えるよう、マニュアルやＦＡＱ等の更新を随時行う。 

  （３）職員の安全管理・健康管理 

    ア 職員のワクチン接種状況を確認し、直接患者対応を行う可能性がある者

に対しては、必要に応じてワクチンの追加接種を業務として受けさせるこ

とを検討する。 

    イ 業務量の増加に伴い、職員の身体的・精神的負荷が予想されるため、

個々の勤務状況を確認し、職員の増員や交代等によるサポート体制を確保

する。 

    ウ 職員のメンタルヘルス対策として、セルフケア等のリーフレットによる

啓発や相談窓口の周知、職員課産業医による定期的な面談、専門職による

サポートが受けられる体制等を確保する。 

  （４）施設基盤・物資の確保 

     業務の長期化に伴い、備蓄品等に不足が生じる可能性があるため、随時在

庫状況を確認の上、必要に応じて追加発注し、必要数を確保する。 

 

  ２ 業務体制 

  （１）相談 

    ア これまでの相談記録から、情報の整理や分析を行うとともに、相談件数

の更なる増加に対し、的確かつ円滑に対応するための相談体制の見直しや

再整備を行う。 

    イ 相談業務を外部委託している場合は、相談体制が適切に機能し、かつ個

人情報保護を遵守しているか適宜監視する。 

  （２）積極的疫学調査 

    ア 感染者数の増加により、感染源の特定が困難となり、調査による感染者

の追跡実施の意義がなくなる等の状況に陥った場合で、国や県等から積極

的疫学調査の重点化又は調査の終了が示された場合には、対応方法等の変

更を行う。 

    イ 高齢者施設等の重症化リスクの高い入居者が多い施設においては、県と

連携し、クラスター対策の更なる強化を図る。 

  （３）健康観察・生活支援 

    ア 健康観察対象者の更なる増加が想定されることから、健康観察センター

の設置など、群馬県による業務の一元化や外部委託等の手続きについて準

備を進める。 

    イ 患者の年齢や症状、基礎疾患の有無等によりリスク分けし、状況により

自身で報告可能なシステムを導入するなど、業務体制の維持確保を図る。 
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  （４）移送 

    ア 消防機関との連携や群馬県による業務の一元化、民間事業者への業務委

託等を活用しつつ、移送に必要な業務体制の拡充を図る。 

    イ 救急搬送依頼の大幅な増加が想定されることから、救急車の適正利用を

広く呼び掛ける。 

 （５）入院・入院調整 

   ア 入院の必要性が認められない患者に対して、自宅療養、宿泊療養又は高

齢者施設等での健康観察が行われる方針が示された場合は、当該体制を整

備する。その場合、軽症者や無症状者には自宅又は宿泊施設での療養を勧

め、重症者は入院により適切な医療が受けられるよう必要に応じた入院調

整を行う。 

   イ 重症化リスクの高い患者に対しては、重点的に対応するとともに、群馬

県での一元的な入院調整のほか、医療機関間及び消防と医療機関間による

入院調整を実施する。 

   ウ 病床の利用状況等を勘案し、入院中の患者であっても自宅療養が可能で

あれば、病状を説明した上で転院又は退院について調整を行う。 

 

  ３ 関係機関等との連携 

   ア 群馬県との連携協力体制に基づき、健康観察や生活支援業務を実施する。 

   イ 医療提供体制のひっ迫を防ぐため、関係機関と役割分担の見直しを行う。 

   ウ 入院待機者の増加が想定されるため、自宅療養者等への医療提供体制につ

いて、医師会や薬剤師会、訪問看護事業所等と連携し、体制を構築する。 

   エ ワクチン接種が可能となった場合は、ワクチン接種に係る体制構築のた

め、必要に応じて医師会や医療機関等への協力依頼を行うとともに、接種計

画や接種会場の確保等の検討を行う。 

 

  ４ 情報管理・リスクコミュニケーション 

  （１）情報管理 

    ア 業務を外部委託する場合は、受託者による個人情報の漏えい等が起こら

ないよう、個人情報の閲覧及び使用に当たっての権限の設定などについ

て、適切な運用を行うための手引き等を準備する。 

    イ 報道対応や記者会見等の答弁は必ず記録し、保存する。 

  （２）リスクコミュニケーション 

    ア 市民に対して、食料の備蓄や感染対策の徹底、自宅で軽症又は無症状者

が療養する場合の注意点等について周知を図る。 

    イ ワクチン接種が可能となった場合、必要に応じてワクチンの有効性や安

全性の評価を行い、医師会等と連携してワクチンに関する正しい知識の普

及を図るとともに、市民の理解を促す。 
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 第４節 小康期                                 

＜部門・班別必要人員数＞ 

 

部
門
名 

班 

名 

保
健
医
療
総
務
課 

保
健
予
防
課 

健
康
課 

生
活
衛
生
課 

食
肉
衛
生
検
査
所 

本
庁
・
支
所
等 

Ｉ
Ｈ
Ｅ
Ａ
Ｔ
等 

計 

必要人員数 ３ １１ ７ ２  ３ ２ ２８ 

 総務部門 ３       ３ 

 総務班 １       １ 

調達班 ２       ２ 

調査部門（専門職）  ８     ２ １０ 

 調査１班  ５     １ ６ 

調査２班  １      １ 

検査調整班  ２     １ ３ 

健康観察部門（専門職）   ７     ７ 

 健康観察班   ４     ４ 

相談対応班   ３     ３ 

事務部門  ３  １  ３  ７ 

 総合調整班  １      １ 

情報管理班      １  １ 

通知班  １  １  １  ３ 

庶務班  １    １  ２ 

消毒部門    １    １ 

 消毒班    １    １ 

 

  １ 組織体制 

  （１）所内体制 

    ア 有事体制による業務を段階的に縮小する。 

    イ 業務縮小とともにＢＣＰを順次終了し、段階的に通常業務を再開する。 

  （２）受援体制 

    ア 職員等の応援体制を段階的に縮小する。 

    イ 感染の再拡大に備え、対応マニュアルやＦＡＱ等を整理し、応援体制の

再構築に向けた準備を行う。 

  （３）職員の安全管理・健康管理 

    ア 職員の身体的・精神的状況に配慮し、計画的に休暇が取得できるよう体

制を整える。 
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    イ 職員のメンタルヘルス対策として、当面の間は職員課産業医による定期

的な面談や専門職によるサポートが受けられる体制等を継続する。 

  （４）施設基盤・物資の確保 

     群馬県や他自治体、関係機関との連携を図りながら、引き続き備蓄品等の

在庫状況の確認と必要に応じた物資の確保を行う。 

 

  ２ 業務体制 

  （１）相談 

     相談件数の減少に合わせ、相談体制の段階的縮小を図る。 

  （２）地域の医療・検査体制整備 

     状況に応じ、業務体制の段階的縮小を図る。 

  （３）積極的疫学調査 

    ア 状況に応じ、業務体制の段階的縮小を図る。 

    イ 調査を重点化していた場合は、通常の調査を再開する。 

  （４）健康観察・生活支援 

     状況に応じ、業務体制の段階的縮小を図る。 

  （５）移送 

     状況に応じ、業務体制の段階的縮小を図る。 

 （６）入院・入院調整 

     状況に応じ、業務体制の段階的縮小を図る。 

 

  ３ 関係機関等との連携 

    関係機関間において感染症対応に係る課題やノウハウを共有するとともに、

これまでの経験や教訓を踏まえて、対策改善のための情報交換を行い、感染症

の予防措置等を検討する。 

 

  ４ 情報管理・リスクコミュニケーション 

  （１）情報管理 

     感染者に関する情報を整理し、分析、検証を行うとともに、次の感染拡大

に向けた対策を検討する。 

  （２）リスクコミュニケーション 

     情報提供体制の評価、見直しを行うとともに、次の感染拡大に備え、市民

への情報提供と注意喚起を行う。 
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○本市の新型コロナウイルス感染症対応に係る各種実績 
 

Ⅰ 新規陽性者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ 年度別・月別新規陽性者数                   （単位：人） 

 令和１年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 計 

４月 － １７ １９６ ２，９９４ ７０９ ３，９１６ 

５月 － １ ４０６ ２，３４４ １９２ ２，９４３ 

６月 － １ ２９ ８４２ － ８７２ 

７月 － ４ １３２ ７，５００ － ７，６３６ 

８月 － ５２ ８３１ １３，５００ － １４，３８３ 

９月 － ３４ ２１１ ５，６１８ － ５，８６３ 

１０月 － ７ １２ ４，０４１ － ４，０６０ 

１１月 － ２６ ４ ８，９８１ － ９，０１１ 

１２月 － ６５ ２５ １６，２７５ － １６，３６５ 

１月 － ２４８ ２，６０５ ９，０５９ － １１，９１２ 

２月 － ６２ ３，９８７ １，６７３ － ５，７２２ 

３月 １ ７２ ２，９７０ ７３０ － ３，７７３ 

計 １ ５８９ １１，４０８ ７３，５５７ ９０１ ８６，４５６ 

 

Ⅲ 年度別入院者数及び入院割合     Ⅳ 年度別死亡者数及び死亡割合 

 入院者数 入院割合   死亡者数 死亡割合 

令和１年度 １人 １００．０％  令和２年度 ６人 １．０％ 

令和２年度 ３４８人 ５９．１％  令和３年度 ３９人 ０．３％ 

令和３年度 １，１１３人 ９．８％  令和４年度 １９８人 ０．３％ 

令和４年度 ２，７８２人 ３．８％  令和５年度 ３人 ０．３％ 

令和５年度 ４９人 ５．５％  計 ２４６人 ０．３％ 

計 ４，２９３人 ５．０％     

資料編 
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Ⅴ 年代別新規陽性者数 

 陽性者数 

１０歳未満 １３，４２７人 

１０歳代 １３，０７３人 

２０歳代 １１，９８２人 

３０歳代 １２，８０５人 

４０歳代 １３，５８７人 

５０歳代 ８，９７８人 

６０歳代 ４，９２２人 

７０歳代 ３，７２７人 

８０歳代 ２，６２７人 

９０歳以上 １，３２８人 

計 ８６，４５６人 

 

Ⅵ 年度別・月別検査数                      （単位：件） 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 計 

４月 ２１０ ４，１９２ １３，５８４ １２，２３２ ３０，２１８ 

５月 ７０ ５，０８７ １４，４００ １０，７１７ ３０，２７４ 

６月 １２７ ７，８５３ １３，０７８ － ２１，０５８ 

７月 ２５８ ３，９５８ ９，４８９ － １３，７０５ 

８月 ６７５ ４，２４０ ２０，６８８ － ２５，６０３ 

９月 １，４７２ ９，４１７ ２７，８５２ － ３８，７４１ 

１０月 １，６１３ ６，７１４ １８，４１４ － ２６，７４１ 

１１月 １，６１７ ４，９１７ １６，１８８ － ２２，７２２ 

１２月 ２，０９５ ４，２１９ ２３，５２１ － ２９，８３５ 

１月 ４，０６１ ６，０２３ ３２，９２４ － ４３，００８ 

２月 ５，６１３ １７，４１２ ２４，８７６ － ４７，９０１ 

３月 ３，３６８ １４，３１７ １３，５９１ － ３１，２７６ 

計 ２１，１７９ ８８，３４９ ２２８，６０５ ２２，９４９ ３６１，０８２ 

 

Ⅶ 流行期別新規陽性者数及び検査数 

 陽性者数（人） 検査数（件） 

総計 
陽性者数 

/月 

陽性者数 

/日 
総計 

検査数 

/月 

検査数 

/日 

第６波 
(R4.1/1～6/30) 

１５，７４２ ２，６２４ ８７ ７８，８１４ １３，１３６ ４３６ 

第７波 

(R4.7.1～9/30) 
２６，６１８ ８，８７３ ２８９ ５８，０２９ １９，３４３ ６３１ 

第８波 
(R4.11/1～R5.1.31) 

３４，３１５ １１，４３８ ３７３ ７２，６３３ ２４，２１１ ７９０ 
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Ⅷ 年度別・施設別集団発生数                  （単位：施設） 

 高齢者施設 障害者施設 保育施設 学校 医療機関 事業所等 計 

令和２年度 １ － － － － － １ 

令和３年度 １２ １ １０ ６ ６ ６ ４１ 

令和４年度 ７２ ７ １１ － ２２ － １１２ 

令和５年度 ２ － － － － － ２ 

計 ８７ ８ ２１ ６ ２８ ６ １５６ 
 

Ⅸ 年度別予算執行状況                      （単位：円） 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 計 

消耗品費 ９６６，６８４ １，８０６，３４４ ２，５２２，６１２ ３１，９７６ ５，３２７，６１６ 

郵便料 １，１３５，５２０ ２，８８７，７１０ ６，３３０，８９６ ２３３，８６０ １０，５８７，９８６ 

電話料 １６５，６７１ １３２，４５５ ２，９１５，１２１ ４，９５６ ３，２１８，２０３ 

検査費 １０９,１４５,０３３ ３５９,９０７,４１６ ５４１,６４１,４７１ ４８，３３０，８７８ １,０５９,０２４,７９８ 

入院費 ３２，８６５，７４５ ６７，６３７，０４６ ２９７,９３０,９８４ ３９，６３２，３０１ ４３８，０６６，０７６ 

審査支払 

手数料 
１，５６１，２６１ ７，１０８，７０２ １８，７８６，８４８ １，８９６，６０８ ２９，３５３，４１９ 

計 １４５,８３９,９１４ ４３９,４７９,６７３ ８７０,１２７,９３２ ９０，１３０，５７９ １,５４５,５７８,０９８ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


